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1　はじめに

　スーパーマーケットをはじめとする小売業の店舗にお

いて多数の人力荷役機器が使用されている．これらは基

本的には荷の積み替えがなく，物流拠点からの売場まで

を一貫して輸送することを目的としている．形状やサイ

ズは様々だが，すべて台車の一種として認識されること

が多く，それぞれの名称（呼称）が異なることはあまり

知られていない．しかしこれら各種の人力荷役機器は便

利な存在である一方で，代表的な人力荷役機器であるロー

ルボックスパレット等を使用している際に手足を負傷し

たり，横転させて下敷きになる事故等が国内外で報告さ

れている 1-3)．大西 2) はロールボックスパレットの正式名

称が認知されておらず，用いる呼称も様々であるために

事故件数が過小評価されているのではないかと指摘して

いる．このように実態把握に支障が生じると事故防止の

対策が疎かになることから，現場における各種人力荷役

機器の呼称についてロールボックスパレット以外も対象

にした実態調査が必要と考えられる．そこで本研究は，

小売業における人力荷役機器の呼称や使用実態等に関す

るアンケート調査を実施し，実際に用いられている呼称

を把握すると共に人力荷役機器を用いた作業全般での課

題を検討することにした．

2　方法

1)1)　対象

　アンケート調査の対象は株式会社帝国データバンクが

保有する企業概要データベースにおいて，1) 百貨店，2)
スーパーストア，3) その他各種商品小売業（以下，その
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他小売業）の 3 業態に分類され，資本金 5,000 万円以下

あるいは従業員数 50 名以下の条件に該当する中小企業と

した．これに該当したのは 2,543 社であり，自記式の調

査票を各社の労務安全管理を総括している者に対して郵

送した．2,543 社の業態別内訳であるが，百貨店が 31 社，

スーパーストアが 889 社，その他小売業が 1,623 社であっ

た．なお，本調査は小売業における安全衛生全般に対す

る実態把握を目的とした設問だが，本研究では人力荷役

機器に関する設問のみを抽出して報告するものである．

本調査の倫理的配慮として，得られた回答は本調査以外

の目的で使用しないこと，および個人情報保護に関する

法令，ガイドライン等を順守し，所定の規則に従い適切

に取り扱うことを調査票の冒頭に示した上で回答を得る

ようにした．

2)2)　調査期間

　2013 年 10 月中旬から 2014 年 1 月下旬までであった．

3)3)　調査票の設問および分析方法

　小売業でよく用いられている 6 種類の人力荷役機器の

使用状況および呼称（複数回答あり），いずれかを使用し

ていると回答した場合のみを対象に人力荷役機器の作業

に関する 5 段階尺度の危険感および社内マニュアル有無

および 5 段階尺度の理解度とした．各設問の詳細を図 1
に示した．本調査票は労務安全管理を総括的に担当する

者が回答するように依頼した．得られた回答は前述の 3
業態ごとに集計し，分析をおこなった．

3　結果

1)1)　回答数

　有効回答数は 694 社（27.3%）であった．業態別の有

効回答数は百貨店が 15 社（48.4%），スーパーストアが

266 社（29.9%），その他小売業が 413 社（25.5%）であった．

2)2)　設問項目別の結果

　(1)(1)　6種類の人力荷役機器の使用状況

　図 1 に示した 6 種類の人力荷役機器に関して使用状況

　　小売業では多くの人力荷役機器が使われている．しかし呼称が様々であるため事故の実態把握を阻害してい

るおそれがあるため，各種人力荷役機器の呼称に関する実態調査が必要と考えられる．本研究では自記式アンケー

トにより中小規模の小売業における人力荷役機器の使用実態および呼称等を調査し，694 社から回答を得た．業

態による違いはあるものの，およそ半数が２種以上の人力荷役機器を使っていた．中でも一般的には台車と呼ば

れているハンドトラックは大半が使用しており，ロールボックスパレットが全体の４割，両そで形および棚形の

片そで形ハンドトラック，ドーリーは３割程度であった．呼称が多数であったことはユーザーが使用している機

種を的確に回答できないことを意味しており，労災のような事故データ上の呼称では各機種の弱点に起因した事

故であるかの判断ができないことが分かる．今後は正式名称および一般的な呼称を周知し，具体的な対策につな

げるための環境整備が必要であると考えられた．人力荷役機器を用いた作業での危険感や社内マニュアルの有無

についても調査したが，全般的には危険に感じる度合いが低く，マニュアルの保有は全体の１割に満たなかった．

積載状態によっては大きな危険を伴う作業であるため，今後はマニュアルの整備が課題になると示唆された．　
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356 件（99.4%）であったのに対し，二番目に多かった

RBP が 89 件（24.9%）となり，残りの 4 種類は使用率

が 2 割に満たなかった．また，ハンドリフトを使用して

いるのは全体で見ても 60 件（8.6%）と他の 5 種類より

も少なく， も多かったスーパーストアでも41件（15.4%）

と使用率は低かった．

　表 2 は何種類の人力荷役機器を使用しているのかを表

したものである．百貨店では 3 種類が 46.7% と も多

く，スーパーストアは全体的にばらつきがあったものの，

5 種類が 24.0% と も多かった．一方，その他小売業は

61.7% が 1 種類のみであり，業態によって人力荷役機器

の使い分けの有無が分かれる傾向が見受けられた．

　(2)(2)　６種類の人力荷役機器の呼称

　①～⑥の人力荷役機器の社内での呼称に関して調べた

結果が表 3-1 および表 3-2 である．いくつか誤字と思わ

れたものがあったがそのままにした．

　(A)　ロールボックスパレット（表 3-1 の①）

　43 種類の回答があり，「カゴ車」の 71 件（27.0%）で「カ

を示したものが表 1 である．なお，①～⑥の人力荷役機

器の名称について日本工業規格（JIS）を調べたところ，

形状的に合致するものは，①ロールボックスパレット 4)

（以下，RBP），②両そで形ハンドトラック 5)（以下，両

そで形），④棚形ハンドトラック 5)（以下，棚形），⑤片

そで形ハンドトラック 5)（以下，片そで形），⑥ハンドリ

フトトラック 6)（以下，ハンドリフト）の 5 種類であった．

③は該当がなかったものの一般的にはドーリーと呼ばれ

ている．そこで以降は前述した名称を用いて述べる．

　有効回答が得られた 694 社のうち，未回答の 67 件を

除いた 627 件（90.3%）では何らかの人力荷役機器を使

用していたとの判断ができるため，627 件を合計として

各種類の構成比を算出した． も多く使用していたのが

片そで形の 616 件（98.2%）であり，業態別に見ても全

てで 9 割を超えていた．片そで形に続いたのが RBP の

259 件（41.3%），棚形の 220 件（35.1%）であり，こ

れらは百貨店およびスーパーストアでは 6 割以上の使用

率であった．しかし，その他各種小売業では片そで形が

(1)

(2)

1

2 5

3 5

(1)

(2)

n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n

15 100.0 8 53.3 3 20.0 11 73.3 15 100.0 1 6.7 15 100.0 0

155 61.0 146 57.5 117 46.1 154 60.6 245 96.5 41 16.1 254 100.0 12

89 24.9 32 8.9 60 16.8 55 15.4 356 99.4 18 5.0 358 100.0 55

259 41.3 186 29.7 180 28.7 220 35.1 616 98.2 60 9.6 627 100.0 67

(1)

(2)

n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n [%]

0 0.0 1 6.7 7 46.7 5 33.3 2 13.3 0 0.0 15 100.0

53 20.9 35 13.8 34 13.4 49 19.3 61 24.0 22 8.7 254 100.0

221 61.7 65 18.2 40 11.2 22 6.1 9 2.5 1 0.3 358 100.0

274 43.7 101 16.1 81 12.9 76 12.1 72 11.5 23 3.7 627 100.0

1 2 3 4 5 6

図 1　設問項目

表 1　人力荷役機器の使用状況（複数回答）

表 2　使用している人力荷役機器の種類数
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n [%]
71 27.0
28 10.6
21 8.0
16 6.1
9 3.4
7 2.7
7 2.7
5 1.9
4 1.5
3 1.1
3 1.1
3 1.1
2 0.8
2 0.8
2 0.8
2 0.8
2 0.8
2 0.8
2 0.8
2 0.8
2 0.8
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
46 17.5

263 100.0

n [%]
49 26.1
39 20.7
16 8.5
11 5.9
7 3.7
2 1.1
2 1.1
2 1.1
2 1.1
2 1.1
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
40 21.3

188 100.0

n [%]
26 14.1
14 7.6
11 6.0
9 4.9
8 4.3
7 3.8
6 3.3
4 2.2
4 2.2
3 1.6
2 1.1
2 1.1
2 1.1
2 1.1
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1 0.5
59 32.1

184 100.0

n [%]
28 45.9
6 9.8
3 4.9
3 4.9
3 4.9
2 3.3
1 1.6
1 1.6
1 1.6
1 1.6
1 1.6
1 1.6
1 1.6
9 14.8
61 100.0

n [%]
472 75.8
14 2.2
6 1.0
4 0.6
4 0.6
4 0.6
3 0.5
2 0.3
2 0.3
2 0.3
2 0.3
2 0.3
2 0.3
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
1 0.2
89 14.3

623 100.0

n [%]
74 33.2
60 26.9
6 2.7
6 2.7
4 1.8
4 1.8
4 1.8
2 0.9
2 0.9
2 0.9
2 0.9
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
1 0.4
41 18.4

223 100.0

表 3-1　①～③の人力荷役機器の呼称（複数回答）

表 3-2　④～⑥の人力荷役機器の呼称（複数回答）



「労働安全衛生研究」

58

ゴ台車」が 28 件（10.6%），「カーゴ」21 件（8.0%）の

順に続いた．

　(B)　両そで形ハンドトラック（表 3-1 の②）

　26 種類の回答があり，「長台車」が 49 件（26.1%），「台

車」が 39 件（20.7%），販売時によく使われている呼称

である「カートラック」が 16 件（8.5%）と続いた．

　(C)　ドーリー（表 3-1 の③）

　39 種類の回答があり，「台車」が 26 件（14.1%）と

も多く，「キャスター」14 件（7.6%），「ドーリー」11 件

（6.0%）の順であった．

　(D)　棚形ハンドトラック（表 3-2 の④）

　27 種類の回答があり，「台車」が 74 件（33.2%），「２

段台車」が 60 件（26.9%）と両者で全体の 5 割を超え，

その他の 25 種類は 6 件以下であった．

　(E)　片そで形ハンドトラック（表 3-2 の⑤）

　28 種類の回答があり，「台車」が 472 件（75.8%）と

突出しており，これに続いた「カート」が 14 件（2.2%）

であった．

　(F)　ハンドリフトトラック（表 3-2 の⑥）

　13 種類の回答があり，「ハンドリフト」が 28 件（45.9%）

と全体の半数近くを占め，「リフト」の 6 件（9.8%）が

続いた．

　(3)(3)　人力荷役機器を用いた作業の危険感

　5 段階評定の危険感について尺度ごとの評定の回答数

を業態別に示したものが表 4 である．人力荷役機器を使

用していた 627 社のうち有効回答が得られた 558 件をも

とに全体を見ると， 頻出は「あまり危険ではない」の

228 件（40.9%）であり，スーパーストアおよびその他

小売業においても同様の傾向であった．しかし百貨店は

「やや危険である」が 6 件（42.9%）で 頻出の回答であっ

た．

　(4)(4)　人力荷役機器の使用に関する社内マニュアルの有

無およびマニュアルの理解度

　表 5 は社内マニュアルの有無の回答結果である．人力

荷役機器を使用していた 627 社のうち本設問では未回答

が 78 件あったため合計を 549 件としたところ，「なし」

が 508 件で全体の 92.5% と圧倒的に多く，「あり」が 41
件（7.5%）と非常に少なかった．ただしスーパーストア

のみ「あり」が 30 件（14.0%）で唯一 1 割を超えていた．

　次にマニュアルを有していた 41 件に対して，マニュア

ルの理解度を 5 段階尺度で評定を求めた結果が表 6 であ

る．百貨店は 1 件のみが対象であったが，全体で 頻出

だったのは「やや理解している」の 22 件（55.0%）であ

り，「とても理解している」までを含めると全体の 72.5%
を占めていた．

4　考察

1)1)　小売業における人力荷役機器の使用実態

　今回のアンケート調査対象全体の 9 割が人力荷役機器

を使用しているとの結果が得られたが，1 割は未使用で

あることも分かった．未使用だった 67 件のうち 55 件は

その他小売業であったことから，荷物の運搬頻度が少な

い業務特性を反映したように思われた．スーパーストア

でも未使用が 12 件あったが，今回の調査対象が零細企業

を含むものであったためと考えられた．しかしながら店

舗内で移動を要する程度の人員を有する大半の事業所で

は何らかの人力荷役機器が使用されており，また 2 種類

以上を使用しているとの回答が全体の半数以上であった

ことからも小売業の業務において重要な役割を果たして

いる様子がうかがえた．とりわけ一般的には台車と呼ば

表 5　人力荷役機器の使用に関する社内マニュアルの有無

表 4　人力荷役機器を用いた作業の危険感

表 6　人力荷役機器の使用に関するマニュアルの理解度

(A)

(B)

(C)

(D)

(E)

(F)

(3)

(4)

4
1)

n [%] n [%] n [%] n

1 6.7 14 93.3 15 100.0 0

30 14.0 185 86.0 215 100.0 39

10 3.1 309 96.9 319 100.0 39

41 7.5 508 92.5 549 100.0 78

(A)

(B)

(C)

(D)

(E)

(F)

(3)

(4)

4
1)

n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n

3 21.4 6 42.9 1 7.1 4 28.6 0 0.0 14 100.0 1

10 4.5 45 20.4 41 18.6 84 38.0 44 19.9 221 100.0 33

8 2.5 48 14.9 59 18.3 140 43.3 100 31.0 323 100.0 35

21 3.8 99 17.7 101 18.1 228 40.9 144 25.8 558 100.0 69

(A)

(B)

(C)

(D)

(E)

(F)

(3)

(4)

4
1)

n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n [%] n

0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0 0 0.0 1 100.0 0

0 0.0 2 6.9 5 17.2 17 58.6 5 17.2 29 100.0 1

0 0.0 1 10.0 3 30.0 4 40.0 2 20.0 10 100.0 0

0 0.0 3 7.5 8 20.0 22 55.0 7 17.5 40 100.0 1
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れている片そで形の使用率は非常に高く， も手軽な存

在であることが確認された．片そで形に比べると半数以

下であったが，RBP はその他小売業を除くと使用率が高

く，百貨店では今回の対象すべてで使用されていた．こ

れはスーパーストアでは段ボール箱やクレート（プラス

チックコンテナ）に梱包された商品を取り扱うのに対し

て，百貨店ではこれらに加え，家具や家電製品，ゴルフバッ

クなどのように大型で不定形な商品などを取り扱ってい

ることが影響したのではないかと推察された．

　このように人力荷役機器は小売業全般において使用さ

れているが，業態によって使用する機種等が若干異なっ

ており，商品展開の違いによる影響があると示唆された．

2)2)　人力荷役機器の呼称

　種類によって使用率は異なるものの 6 種類すべてにお

いて呼称のばらつきがあった．RBP に関しては同様のこ

とが指摘され，呼称が 42 種類に上ったことが報告され

ている 2) が，今回も 43 種類とはほとんど同じであった．

しかし両者を比較すると 23 種類が一致しなかったこと

から，対象を広げるとさらに増える可能性が示唆された．

RBP は正式名称が一般的にはほとんど認知されていない

ために，労災件数が過小評価されている可能性が指摘さ

れている 2) が，今回の結果からも小売業の現場では呼称

が多様であったことから，仮に労災が発生しても RBP に

起因する事故であることを把握しにくい状況にあると考

えられた．また，RBP 以外の 5 種類についても呼称は様々

であり，人力荷役機器は全般的に呼称がユーザーにゆだ

ねられていると言える．ちなみにドーリー，棚形，片そ

で形において 頻出だった呼称は「台車」であり，両そ

で形においても二番目，RBP でさえ六番目であった．ハ

ンドリフトを除くと小売業では「台車」と呼ばれること

が多く，ユーザーは形状の違いを反映した呼称を用いな

い実態がうかがえた．

　このようなことから，ユーザーが実際に使用している

機種を的確に回答するのは困難であり，使用実態の把握

がしにくい状況が確認された．人力荷役機器の名称認知

度の低さは，正しい名称の場合のみに類推できる機種別

の弱点（重心の高さなど）が労働災害などの事故データ

に反映されないことを意味しており，各機種の特性に応

じた対策が講じられないことも懸念される．したがって，

正しい名称や一般的な呼称を包括し，ユーザーへの周知

が求められると示唆された．

3)3)　作業にともなう危険感およびマニュアルの状況

　業態の違いによる影響は若干あったものの，全般的に

は人力荷役機器を用いた作業での危険性は低いと感じて

いる傾向であったが，百貨店においては 6 割以上が危険

であるとの結果が得られた．人力荷役機器は特段の教育

を受けなくても比較的簡単に取り扱いができるため，全

般的に見ると危険に感じる度合いが低くなったと推察さ

れる．しかしながら百貨店においては 大積載重量が

500 kg に設定されている RBP や両そで形の使用率が高

いことから，先にも述べたように商品などの取り扱い物

が大きく不定形であり，さらに重量物であったことが危

険感を押し上げたものと考えられた．また，RBP や両そ

で形は他の人力荷役機器に比べて大きいため，取り扱い

のしにくさも影響したと考えられる．このように百貨店

における人力荷役機器の使用に関する危険感が高くなっ

たのは，使用状況を反映したと考えられるため，業態に

依存した問題として見るのではなく，各事業場の使用状

況を把握することが必要であると示唆された．

　また，スーパーストアにおいても危険感が高い傾向に

あったが，この業態の特性である店舗やバックルームの

狭さや全般的に体力水準が低い女性従業員の多さが影響

したのではないかと推察された．スーパーマーケットで

は女性のパート労働者が多い 7) だけでなく，高年齢労働

者を労働力として活用している事例 8) もあることから，

今後は体力水準にばらつきがあることを考慮した人力荷

役機器の取り扱い方法の検討が必要であると言えよう．

　一方，人力荷役機器作業に関する社内マニュアルの整

備はほとんどされていない実態が明らかになった．前述

の危険感では 6 割以上が危険であると回答した百貨店で

さえ，回答のあった 14 社のうちマニュアルがあったのは

1 社のみであったことから，百貨店に関してはマニュア

ルの整備が早急の課題になると考えられた．ただし，百

貨店だけでなく，日常的に人力荷役機器を取り扱う業務

があるならば，事業者はマニュアルの整備が安全配慮の

一環であると認識することが重要になると思われた．ま

た，マニュアルを有する場合についてのみ理解度を評定

させたが，大半は理解しているとの回答であり，作業に

よる危険感も高くなかったことから，マニュアルには事

細かな記載がないものと推測された．今回はマニュアル

の内容については調査しなかったが，今後は小売業にお

ける人力荷役機器の作業マニュアルの内容についても調

査し，事故防止への取り組み状況を把握することも重要

になると考えられた．

5　結論

　中小規模の小売業を対象に人力荷役機器の使用状況お

よび呼称等に関する自記式のアンケート調査を行った結

果，複数の機種を用いているのが半数以上であり，呼称

は多岐にわたる実態が明らかとなった．このような状況

は機種の弱点を反映した労災などの事故データを得るの

が不可能なことを意味しており，正しい名称や一般的な

呼称の周知により，具体的な対策を講じるための環境整

備が求められると考えられた．また，全般的に作業にと

もなう危険感が低く，マニュアルの保有率も低かったこ

とから，実際にあり得る危険な積載状況を認識するため，

また，女性や高年齢労働者といった体力水準が低い者へ

の安全配慮のためにもマニュアル化の促進が課題である

と考えられた．
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